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一般会計税収、歳出総額及び公債発行額の推移
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58年度 59 60 61 62 63 元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13(予)

公債発行額

歳 出 総 額

税　　　　 収

（兆円）

歳出に占める税収の割合（％）
63.9 72.1 83.4 86.8 84.8 77.2 72.1 69.3 68.4 66.0 68.7 58.6 53.167.8 78.1 81.1 82.7

(注）12年度までは決算額、13年度
    は補正後予算額による。

59.356.8







近 年 の 税 制 改 革 等 の 流 れ

税 制 改 革 等 背景(経済社会の状況等) 個 人 所 得 課 税 法 人 課 税 消 費 課 税 資 産 課 税 等

抜 本 的 税 制 改 革 ・所得水準の上昇・平準化 ・税率構造の累進緩和 ・基本税率の引下げ等 ・消費税の創設 ・相続税の減税
（昭和63年12月等） ・消費の多様化・ｻｰビｽ化 ・課税最低限の引上げ (平成元年4月1日～42％→40％ ・個別間接税制度の整理合 税率構造の累進緩和

・人口構成の高齢化 平成2年4月1日～40％→37.5％) 理化 基礎控除の引上げ 等
・経済取引の国際化 ・利子課税の見直し

・株式譲渡益の原則課税化

土 地 税 制 改 革 等 ・地価高騰による資産格差の ・消費税制度の見直し ・土地譲渡益課税の適正化
（ 平 成 ３ 年 度 等 ） 拡大等 非課税範囲の拡大 ・地価税の創設

・土地基本法制定 中小特例措置の縮減 等 (平成４年より実施)
(土地の公共性の基本理念)

税 制 改 革 ・人口構成の高齢化の加速 ・特別減税 ・消費税率引上げ等の法定 ・相続税の減税
（平成６年11月等） ・所得水準の上昇・平準化 ・制度減税の法定 (平成９年度より実施) 税率構造の累進緩和

・バブル崩壊と経済の低迷 (平成７年より実施) 消費税率の引上げ 基礎控除の引上げ 等
税率構造の累進緩和 (3%→4%)
課税最低限の引上げ 中小特例措置の縮減 等

・地方消費税の創設(1%)
(平成９年度より実施)

＋特別減税(平成７年)
＋特別減税(平成８年)

法 人 税 制 改 革 等 ・経済構造改革 ・特別減税 ・基本税率の引下げ ・地価税の課税停止
（ 平 成 10年 度 等 ） ・厳しい経済情勢 （当初分＋追加分) (法人税 37.5％→34.5％) ・土地譲渡益課税の軽減

(法人事業税 12％→11％)
・課税ベースの適正化

恒 久 的 な 減 税 等 ・厳しい経済情勢 ・最高税率の引下げ ・基本税率の引下げ ・消費税（国分）の福祉目 ・有価証券取引税、取引所
（ 平 成 11年 度 等 ） （65％ → 50％） (法人税 34.5％→30％) 的化 税の廃止

・定率減税 (法人事業税11％→9.6％)



平 成 ６ 年 以 降 の 主 な 税 制 の 動 き

主 な 動 き 個 人 所 得 課 税 法 人 課 税 消 費 課 税 資 産 課 税 等

平成６年 特別減税(▲5.5兆円) ・相続税の減税
税制改革 ・固定資産税評価の均衡化・

適正化（地価公示価格の７
制度減税の法定 消費税率引上げ等の法定 割評価）

税率構造の累進緩和 消費税率の引上げ
課税最低限の引上げ (3%→4%)

中小特例措置縮減等
地方消費税創設(1%)

平成７年
先行減税の実施(▲3.5兆円)
制度減税

＋特別減税(▲2.0兆円)

平成８年 ＋特別減税(▲2.0兆円) ・土地譲渡益課税の軽減

平成９年 ・負担水準の均衡化を重視し
消費税率引上げ等の実施 た固定資産税負担の調整措
地方消費税の実施 置の導入

（財政構造改革法成立）

平成10年 ＋特別減税 ・基本税率引下げ ・地価税の課税停止
法人税制改革 当初分(▲2.0兆円) (法人税 37.5%→34.5%) ・土地譲渡益課税の軽減

追加分(▲2.0兆円) (法人事業税 12%→11%)
（財政構造改革法凍結） (実効税率 49.98%→46.36%)

・課税ベースの適正化

平成11年 ・消費税(国分)の福祉目的化 ・有価証券取引税、取引所税
恒久的な減税 恒久的な減税 の廃止

個人所得課税(▲4.1兆円) 法人課税(▲2.5兆円)
・最高税率引下げ ・基本税率引下げ

(65%→50%) (法人税 34.5%→30%)
・定率減税 (法人事業税 11%→9.6%)

(実効税率 46.36%→40.87%)

平成12年

平成13年 ・企業組織再編成に係る税制の
整備



平成６年の税制改革以降の所得税・個人住民税減税（イメージ図）

６年（度）分 ７年（度）分 ８年（度）分９年（度）分１０年（度）分 １１年（度）分１２年（度）分１３年（度）分

制 度 制 度 制 度 制 度 制 度 制 度
特 別 減 税 減 税 減 税 減 税 減 税 減 税 →

減 税 ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５

５．５ 特 別 特 別 特 別
減 税 減 税 減 税
２．０ ２．０ 当初分２．０ 恒久的 恒久的 →

な減税 な減税
４．３ ４．１

追加分２．０

抜 本 改 革 恒久的な減税

先行減税の実施 定率減税等

消費税３％ → ５％（地方消費税１％分を含む ）
平成９年４月実施





国民負担率と財政赤字（対国民所得比）
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国民負担率（租税負担率＋社会保障負担率）

財政赤字を含む国民負担率

国税  13.4
地方税 9.2

（注)1. 平成11年度までは実績、平成12年度は実績見込み、平成13年度は当初見込みである。
　　 2. 平成10年度の財政赤字を含む国民負担率は、財政赤字のうち国鉄長期債務及び国有林野累積債務の一般会計承継に係る分を除いたベースが
　　　 46.4%､これを含むベースが53.3%である。
　　 3. 平成2年度以降は93SNAに基づく計数であり、平成元年度以前は68SNAに基づく計数である。ただし、租税負担の計数は租税収入ベースであ
　　　 り、SNAベースとは異なる。
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(注) 1. 租税負担率については、日本は平成13年度当初予算ベース、日本以外は「Revenue Statistics 1965-1999(OECD)」による。
　　　 　また、財政収支及び債務残高については、「OECD Economic Outlook 69」による。
     2. 所得課税には資産性所得を含む。
　　  3. 日本の法人所得課税の租税負担率(4.8％)の内訳は国税3.0％、地方税1.8％。
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OECD諸国における租税負担率（対GDP比）の国際比較 （1998年）
％

（注） 「OECD Revenue Statistics 2000」により作成。社会保障負担は含んでいない。 ギリシアは1997年実績。

OECD平均 27.6％



租税負担率（対ＧＤＰ比）の国際比較 （国税）
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1.0

▲ 2.4 ▲ 1.3 ▲ 6.1 ▲ 2.0 ▲ 6.0 ▲ 5.5 ▲ 5.9

215,710円 954,629円 52,603円 88,352円 29,578円 4,086,038円 103,005円

（注） 日本は13年度当初予算ベース。ただし、財政収支については1999年のもの。日本以外の国については、IMF Staff Country Report、
      IMF “International Financial Statistics” 等により作成。
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